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オーナーシップ株式会社

・近年、ブロックチェーン技術に代表される分散型台帳技術を活⽤し、有価証券に表⽰される権利の発⽣及び
移転を電⼦的に記録しようとする動きが国際的に広まっている。我が国においても、令和２年５⽉１⽇施⾏
の改正⾦融商品取引法において、「電⼦記録移転権利」（セキュリティトークン）が規定された。

・申請者は、セキュリティトークンを投資家間で売買できるブロックチェーン技術を活⽤した情報システム
（以下「本システム」という。）を開発中であるところ、本システムを活⽤した（匿名組合出資持分に含ま
れる）債権譲渡の社会実装を⽬指すべく、本システムが円滑に稼働するかどうかを検証するため、実証を⾏
うことを考えている。

・この点、産業競争⼒強化法上の債権譲渡特例（認定新事業活動計画に従って提供される情報システムを利⽤
した債権譲渡通知等は確定⽇付のある証書による通知等とみなす特例。以下「本特例」という。）が存在す
るため、本システムが円滑に稼働するかどうかを検証するに当たっては、本特例の要件を参照する。

【参考】申請者は、本特例の要件を満たす本システムを活⽤した（匿名組合出資持分に含まれる）債権譲渡
の社会実装により、以下の将来構想を実現したいと考えている。
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・本システムを介したセキュリティトークンの発⾏者（債務者）から売主投資家（債権譲渡⼈）に対する承諾
通知に係る対応は、従来の「確定⽇付のある証書」に係る対応に⽐べて、オフラインでの作業が発⽣せず、
売買契約成⽴から数秒以内に当該売買契約（債権譲渡）に関する情報伝達が可能となり、売買契約の取引の
安全性が⾶躍的に⾼まるとともに、売買の迅速化・ペーパーレス化に資する。

・セキュリティトークンの発⾏者（債務者）による承諾に関する情報を事後的に本システムのブロックチェー
ン上の記録を確認することにより正確に把握することができるため、投資家間の売買契約（債権譲渡）の取
引の安全性を確保し、無⽤な紛争を回避することができる。

＜申請者の将来構想＞



ブロックチェーン技術を活⽤した電⼦的取引に係る第三者対抗要件に関する実証
実証計画 （実証期間︓認定後、実証開始の準備が整ってから１ヶ⽉後の⽇が属する⽉の末⽇まで）
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本実証では、「匿名組合出資持分に含まれる債権の譲渡」を取引の対象とする。実証の流れは以下のとお
り。
○ 匿名組合出資持分に含まれる債権の譲渡に関する「承諾」

① 申請者の親会社であるデジタル証券準備株式会社（以下「DS社」という。）にて、Special 
Purpose Company（以下「本SPC」という。）を設⽴し、本SPCが（適格機関投資家等特例
業務に係る届出を⾏ったうえで）ファンド（以下「本ファンド」という。）を組成する。

② 本システム内で⾏われるセキュリティトークンの投資家間売買において、売買契約成⽴時に、本シス
テムを介して、セキュリティトークンの発⾏者（債務者）である本SPCが売主投資家（債権譲渡
⼈）に対して承諾通知を⾏う。具体的なオペレーションは以下のとおり。
• 売主投資家（債権譲渡⼈）が本システム上の専⽤画⾯にセキュリティトークンの譲渡数量と提⽰価格に係る情報を

登録した後、買主投資家（債権譲受⼈）が本システム上で買取り申請を⾏い、本SPCから委託を受けたDS社にお
いて当該セキュリティトークン売買を承認し、当該承認に基づき、買取り申請数量と同量のセキュリティトークンを本システ
ムのブロックチェーン基盤上で売主投資家（債権譲渡⼈）のウォレットから買主投資家（債権譲受⼈）のウォレットに
移転させる。

• 上記セキュリティトークン移転時において、ブロックチェーン基盤上では、当該売買契約（債権譲渡）に係る内容及び
承諾⽇時等が記録される。

• 上記セキュリティトークン移転完了後、本SPC（債務者）は売主投資家（債権譲渡⼈）に対して当該移転を承諾
する旨の通知を⾏い、売主投資家（債権譲渡⼈）のマイページ上に当該通知を表⽰させる。

③申請者は、本システムが本特例上の「情報システム」として円滑に稼働し得ることを確認する。

※ 「第三者対抗要件具備」のため、「確定⽇付のある証書による承諾」も併⽤するため、新技術等関係
規定に違反するものではない。



3

＜本実証の流れ＞

（本システム）
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（参考）関係法令等

⺠法施⾏法（抄）⺠法施⾏法（抄）
第五条 証書ハ左ノ場合ニ限リ確定⽇付アルモノトス

⼀ 公正証書ナルトキハ其⽇付ヲ以テ確定⽇付トス
⼆ 登記所⼜ハ公証⼈役場ニ於テ私署証書ニ⽇付アル印章ヲ押捺シタルトキハ其印章ノ⽇付ヲ以テ確定⽇付トス
三 私署証書ノ署名者中ニ死亡シタル者アルトキハ其死亡ノ⽇ヨリ確定⽇付アルモノトス
四 確定⽇付アル証書中ニ私署証書ヲ引⽤シタルトキハ其証書ノ⽇付ヲ以テ引⽤シタル私署証書ノ確定⽇付トス
五 官庁⼜ハ公署ニ於テ私署証書ニ或事項ヲ記⼊シ之ニ⽇付ヲ記載シタルトキハ其⽇付ヲ以テ其証書ノ確定⽇付トス
六 郵便認証司（郵便法（昭和⼆⼗⼆年法律第百六⼗五号）第五⼗九条第⼀項ニ規定スル郵便認証司ヲ謂

フ）ガ同法第五⼗⼋条第⼀号ニ規定スル内容証明ノ取扱ニ係ル認証ヲ為シタルトキハ同号ノ規定ニ従ヒテ記載シタ
ル⽇付ヲ以テ確定⽇付トス

② 指定公証⼈（公証⼈法（明治四⼗⼀年法律第五⼗三号）第七条ノ⼆第⼀項ニ規定スル指定 公証⼈ヲ謂フ以
下之ニ同ジ）ガ其設ケタル公証⼈役場ニ於テ請求ニ基キ法務省令ノ定ムル⽅法ニ依リ電磁的記録（電⼦的⽅式、
磁気的⽅式其他⼈ノ知覚ヲ以テ認識スルコト能ハザル⽅式（以下電磁的⽅式ト称ス）ニ依リ作ラルル記録ニシテ電
⼦計算機ニ依ル情報処理ノ⽤ニ供セラルルモノヲ謂フ以下之ニ同ジ）ニ記録セラレタル情報ニ⽇付ヲ内容トスル情報
（以下⽇付情報ト称ス）ヲ電磁的⽅式ニ依リ付シタルトキハ当該電磁的記録ニ記録セラレタル情報ハ確定⽇付アル
証書ト看做ス但公務員ガ職務上作成シタル電磁的記録以外ノモノニ付シタルトキニ限ル

③ 前項ノ場合ニ於テハ⽇付情報ノ⽇付ヲ以テ確定⽇付トス

（債権の譲渡の対抗要件）
第四百六⼗七条 債権の譲渡（現に発⽣していない債権の譲渡を含む。）は、譲渡⼈が債務者に 通知をし、⼜は債務者

が承諾をしなければ、債務者その他の第三者に対抗することができない。
２ 前項の通知⼜は承諾は、確定⽇付のある証書によってしなければ、債務者以外の第三者に対抗することができない。

⺠法⺠法（抄）



産業競争⼒強化法（抄）

（債権譲渡の通知等に関する特例）
第⼗⼀条の⼆ 債権の譲渡（現に発⽣していない債権の譲渡を含む。）の通知⼜は承諾（以下この項において「債権譲

渡通知等」という。）が認定新事業活動実施者が認定新事業活動計画（次条第⼀項⼜は第三項の規定による公⽰
に係るものに限る。）に従って提供する情報システム（次の各号のいずれにも該当するものに限る。）を利⽤してされたと
きは、当該債権譲渡通知等は、⺠法第四百六⼗七条第⼆項に規定する確定⽇付のある証書による通知⼜は承諾と
みなす。この場合においては、当該債権譲渡通知等がされた⽇付をもって確定⽇付とする。
⼀ 債権譲渡通知等をした者及びこれを受けた者が当該債権譲渡通知等がされた⽇時及びその内容を容易に確認す

ることができること。
⼆ 債権譲渡通知等がされた⽇時及びその内容の記録を保存し、及びその改変を防⽌するために必要な措置として主

務省令で定める措置が講じられていること。
２及び３ 略
４ 第⼀項の規定は、信託法（平成⼗⼋年法律第百⼋号）第⼆条第七項に規定する受益権の譲渡の通知⼜は承諾

について準⽤する。この場合において、第⼀項中「⺠法第四百六⼗七条第⼆項」とあるのは、「信託法（平成⼗⼋年法
律第百⼋号）第九⼗四条第⼆項」と読み替えるものとする。
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（参考）関係法令等



産業競争⼒強化法第⼗⼀条の⼆第⼀項第⼆号の主務省令で定める措置等に関する省令（抄）産業競争⼒強化法第⼗⼀条の⼆第⼀項第⼆号の主務省令で定める措置等に関する省令（抄）
（債権譲渡通知等の記録保存及び改変防⽌のための措置）

第⼆条 法第⼗⼀条の⼆第⼀項第⼆号に規定する主務省令で定める措置は、次に掲げるものとする。
⼀ 認定新事業活動実施者（法第⼗⼀条の三第⼀項⼜は第三項の規定による公⽰に係るものに限る。以下同じ。）が、次に掲げる

事項（次号において「記録事項」という。）を記録した通知等記録を債権譲渡通知等がされた⽇から起算して五年間保存することとし
ていること。
イ 当該債権譲渡通知等がされた⽇時
ロ 当該債権譲渡通知等の内容
ハ 当該債権譲渡通知等をした者の電話番号その他の当該債権譲渡通知等をした者を識別するために⽤いられる事項
ニ 当該債権譲渡通知等を受けた者の電話番号その他の当該債権譲渡通知等を受けた者を識別するために⽤いられる事項

⼆ 債権譲渡通知等をした者の求めがあったときは、認定新事業活動実施者が当該債権譲渡通知等に係る記録事項を記載した書⾯を
交付し、⼜は当該債権譲渡通知等に係る記録事項を記録した電磁的記録を提供することとしていること。

三 認定新事業活動実施者が認定新事業活動計画（法第⼗⼀条の三第⼀項⼜は第三項の規定による公⽰に係るものに限る。）に
従って実施する新事業活動（第七号、第四条及び第六条において「新事業活動」という。）の廃⽌をしようとするとき、⼜は法第⼗条
第⼆項若しくは第三項の規定により認定新事業活動計画の認定が取り消されたときは、その保存に係る通知等記録を、他の第⼀号の
保存及び前号の交付⼜は提供を適切に⾏うことができる者に引き継ぐこととしていること。

四 認定新事業活動実施者が法第⼗⼀条の⼆第⼀項に規定する情報システムにおいて第⼀号イの⽇時を記録するために⽤いられる時
刻を信頼できる機関の提供する時刻に同期させていること。

五 債権譲渡通知等を受けた者が、当該債権譲渡通知等に係る第⼀号ハの事項が当該債権譲渡通知等において当該債権譲渡通知
等をした者として記載された者のものであるかどうかを確認することができること。

六 次に掲げる技術的な安全管理に関する措置が講じられていること。
イ 通知等記録を取り扱う電⼦計算機において当該通知等記録を処理することができる者を限定するため、適切な措置を講ずること。
ロ 通知等記録を取り扱う電⼦計算機が電気通信回線に接続している場合、不正アクセス⾏為（不正アクセス⾏為の禁⽌等に関す
る法律（平成⼗⼀年法律第百⼆⼗⼋号）第⼆条第四項に規定する不正アクセス⾏為をいう。）を防⽌するため、適切な措置を
講ずること。

ハ 通知等記録を取り扱う電⼦計算機が電気通信回線に接続していることに伴う通知等記録の漏えい、滅失⼜は毀損を防⽌するた
め、適切な措置を講ずること。

七 認定新事業活動実施者が新事業活動について国際標準化機構及び国際電気標準会議の規格⼆七〇〇⼀に適合している旨の
認証を受けていること。
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（参考）関係法令等


